アナログ技術　過去問のまとめ　【　接続工事の技術　】


３．接続工事の技術

（１）ＰＢＸの工事試験

●ダイヤルイン
ＰＢＸの設置工事終了後に行う機能確認試験のうち、ＩＳＤＮからのダイヤルインの着信に関しては、呼が指定した内線に着信することにより、番号変換テーブルのデータ設定が正しく行われていることを確認する。
●付加番号ダイヤルイン機能
・デジタルＰＢＸの設置工事終了後に行う機能確認試験のうち、付加番号ダイヤルイン機能の確認において、トーキトランクが全話中の場合は、デジタル式ＰＢＸが外線着信時に自動応答して発信音が送出され、追加ダイヤルインにより指定先への着信が可能なことを確認する。
・デジタル式ＰＢＸの設置工事終了後に行う機能確認試験のうち、付加番号ダイヤルイン機能の確認において、PBレシーバが全話中の場合は、中継台又は着信表示盤へ着信表示を行うことを確認する。

●オートレリーズ機能試験

デジタル式ＰＢＸの設置終了後に行う機能試験のうち、オートレリーズ機能試験では、外線中継台で着信信号を受信中に発信呼を途中放棄し、外線からの着信信号を一定時間（約３秒）以上受信しなくなった場合、中継台で表示した着信表示及びブザーを自動的に停止することを確認する。

●ページング試験
ＰＢＸの工事試験のうちページング試験では、内線から特定番号をダイヤルし、放送設備に接続された音が出ることを確認する。
●ハンドオーバ（ハンドオフ）試験

PBXの工事試験のうち、ハンドオーバ（ハンドオフ）試験は、システム内に登録されているコードレス電話機（子機）で移動しながら通信を行った場合、通話中の接続装置から最寄りの接続装置の回線に切り替えながら通信が継続できることを確認する。　
●ロックアウト試験
ＰＢＸの工事試験のうちロックアウト試験では、内線番号を途中までダイヤルして一定時間以上放置したときに、ＰＢＸから話中音の送出が正常に行われることを確認する。
●回線捕そく順位試験

デジタル式ＰＢＸの工事試験のうち、外線接続確認における回線捕そく順位試験では、試験対象の全回線が空きの状態で、電話機から外線発信を行い、回線の捕そくをランプ等で確認した後その回線をコマンドで閉塞して、再び外線発信し、次の順位の回線が捕そくされることを確認する。この操作を繰り返し行い、試験対象の全回線の捕そく順位を確認する。

●IVR試験

PBXの工事試験のうち、IVR試験は、外線からの電話に自動音声で応答すること、及び利用者がガイダンスどおりに接続先や情報案内などを選択し、プッシュボタンを操作することにより、所定の動作を実施することを確認する。　

（２）ボタン電話装置の工事試験

・ボタン電話装置の設置工事終了後に行う機能確認試験のうち、保留、再応答及び転送に関する試験では、通話の正常性、外線ランプ（又はＬＥＤ）の点滅、保留音及び転送先電話の信号音を確認する。
・電子式ボタン電話装置では、システムデータと電話機のボタン操作によって、各種機能を実現しているため、工事終了後の確認試験では、システムデータの内容を十分確認した上で各機能を試験する必要がある。転送機能としては、保留操作を行った後、相手内線番号をダイヤルし、呼出音確認後オンフックする呼出状態転送機能等がある。

（３）接地と保安装置

・通信機器のシャーシやキャビネットは、一般に、接地して使用することが望ましい。この接地は、機器内部の高圧回路がシャーシやキャビネットに接触した場合の危険防止のためや、機器の動作安定を目的として行われる。
・ＰＢＸの接地に用いられる通信用接地の主な目的は、通信設備の電気回路保護や電位変動防止であって、大地となるべき同電位にするものである。

・保安用接地は、設備からの感電防止を目的としており、安全な場所に危険のないように設置する場合を除き、接地抵抗は１００オーム以下と規定されている。
・保安装置の接地棒として、酸、アルカリ等の成分を含む土壌で、腐食が著しいと考えられる場所では、一般に、炭素接地棒を使用することが望ましい。

・保安装置において接地抵抗が大きいと、端末装置側の対地電圧が低くならず、保安機能を果たさない場合がある。
・ＰＴＣサーミスタを使用した保安装置は、通信線からの異常電流が宅内機器に流れることを防止し、異常電流がなくなると自己復旧する。
（４）雑音対策

屋内線等の通信線から端末に侵入し、雑音の原因となる雷サージ電圧には、通信線間に誘起されるものと、通信線と大地間で誘起されるものがある。通信線間に誘起されるものは横サージ電圧といわれる。
屋内線等の通信線から端末機に侵入し、雑音の原因となる電磁妨害波を減衰させるため、コモンモードチョークコイルが使用される。コモンモードチョークコイルは、通信線から端末機へ流れ込む縦電流に対してはインピーダンスが増加し、また、通信線で伝送される信号に対しては損失を与えない特徴がある。

（５）配線方式

●アンダカーペット配線方式
・図は、アンダカーペット配線方式の工事手順を示したものである。図中のＡは、ＰＶＣ粘着テープでケーブルの上面を覆うである。
　　　
・アンダカーペット配線方式において、ケーブルをタイルカーペットの床面から立ち上げる場合に使用する床面との固定に用いる材料をフロアクリップといい、また、床面から立ち上げたケーブルを保護する材料をケーブルパスといっている。
●簡易二重床

フロア内の配線収納方式には、配線溝が形成されたパネルを床の上に直接置いたり、床パネルとの脚を組み合わせるタイプの簡易二重床方式がある。
●セルラダクト

床の基本構造であるフロアデッキプレートの溝の部分に特殊なカバーを取付け、この空間を配線スペースとして利用する方式をセルラダクトという。この方式は、ケーブルが堅固な金属体で保護されることや収容配線数が大である等の特徴がある。

（６）配線用材料

●フラットケーブル

・通信用フラットケーブルは、事務室内のレイアウトの変更や端末装置の移動に柔軟に対応でき、また、漏話の低減のためラミネートシース構造としたものが一般的である。
・フラットフロアケーブルは導体を並列に並べ絶縁処理したもので、カーペットの下に直接配線できる構造になっており、配線方向を変えるときは折り曲げて布設することができる。

●フロアクリップ・ケーブルパス

アンダカーペット配線方式において、ケーブルをタイルカーペットの床面から立ち上げる場合に使用する床面との固定に用いる材料はフロアクリップといわれ、また、床面から立ち上げたケーブルを保護する材料は、ケーブルパスといわれる。　

●ブッシング

ブッシングは、フロアボックスの引出口の配管の先端に取り付け、ケーブル引き出し時のケーブルの損傷を防止するために使用する。

●フリーレット

フロアアウトレットから屋内線等を床面配線する場合には、一般に、フロアアウトレット部分にフリーレットを取り付け、これにワイヤプロテクタを接続して屋内線を保護する。
●ＢＲコネクタ

フラットフロアケーブルの接続コネクタは、ケーブルの種類、用途、使用場所によって使い分けている。フラットフロアケーブル中継分岐用としては、一般に、ＢＲコネクタを用いる。

●FRコネクタ

通信用フラットケーブルと丸形ケーブルとの接続に用いるＦＲコネクタは、フロアボックス内での使用に限定されている。

●屋内線用コネクタ

屋内線用コネクタは、ジャンクションボックス内及びフロアボックス内の隠ぺい部分での屋内線相互の接続に使用する。

（７）Ｖ．２４相互接続回路

・ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２４におけるデータ回線終端装置（ＤＣＥ）は、回線網に依存する。ある一定期間以上継続した故障を検出した場合、送信可（回線１０６）＝ＯＦＦ、データセットレディ（回線１０７）＝ＯＦＦとする。 

・ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２４に規定されるデータ回線終端装置（ＤＣＥ）とデータ端末装置（ＤＴＥ）間の１００シリーズ相互接続回路において、送信側のデータ回線終端装置がデータセットレディ（回路１０７）をＯＦＦ状態で、送信可（回路１０６）をＯＮにしたとき、データ端末装置は送信データ（回路１０３）を通して、シリアル自動起呼ＤＣＥに対してプログラミング又は制御に関するデータ信号を転送することが許される。
・ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２４（ＪＩＳ　Ｘ　５１０１）で規定されるデータ回線終端装置（ＤＣＥ）とデータ端末装置（ＤＴＥ）間の１００シリーズ相互接続回路には、送信データ（ＳＤ）、受信データ（ＲＤ）、送信要求（ＲＳ）、送信可（ＣＳ）、データセットレディ（ＤＲ）、データ端末レディ（ＥＲ）等がある。このうち、ＲＤ、ＣＳ、ＤＲはＤＣＥからＤＴＥへの信号回路である。

（８）接続制御手順

・ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２５ｂｉｓのコマンドとインディケーションのフォーマットでは、ビット同期動作モードに対しＨＤＬＣフォーマットが使用され、フレームチェックシーケンスによる誤り制御が行えるようになっている。
・電話交換網用の変復調装置（モデム）に網制御機能をもたせたとき、このようなモデムにデータ端末装置から自動発信のためのダイヤル番号を通知する手順として、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２５ｂｉｓを適用する。また、この勧告では、メモリダイヤル機能に関しても規定している。

・ＪＩＳ　Ｘ５１０１に規定する２５ピンインタフェースにおいて、ＤＣＥからＤＴＥへのデータ転送時のハンドシェイクでは、ＤＣＥはＤＴＥからのＥＲ（データ端末レディ）信号を受けた後、ＣＤ（データチャネル受信キャリア検出）信号をオンにし、ＤＴＥへ出力するデータがあることを知らせる。

（９）ＲＳ－２３２Ｃインタフェース

・ＲＳ－２３２Ｃインタフェースでは、データを転送する場合、「０」を正電位、「１」を負電位に対応させた信号でデータ信号を直流のまま送出する。この方式をベースバンド複流方式といい、安定した伝送ができる。
・ＲＳ－２３２Ｃインタフェースでは、相互接続点で測定した負荷の実効静電容量は２，５００ピコファラドを越えてはならないと規定している。

（１０）ITU－T勧告V.92

ITU－T勧告V.92の機能であるモデム・オン・ホールドは、インターネット等への接続中に、同じ電話回線でインターネット等への接続を切断することなく音声通話の着信に応答し、通話終了後にデータ通信を再開できる。

ITU－T勧告V.92で新たに追加されたPCMアップストリーム機能では、上り方向（加入者側から設備センタ方向）の通信速度が、最大48キロビット／秒と規定されている。

（１２）測定

・可動コイル型のテスタを運搬するときは、切替スイッチを電流測定レンジに切り替え、その測定端子間を短絡しておくと、指針の振れに制動を掛けることができる。

・一般的なデジタル・テスタの電圧レンジは、アナログ・テスタの電圧レンジに比較して入力インピーダンスが高く、しかもレンジごとに変化せず一定である。したがって、低電圧レンジでは、デジタル・テスタを接続することによる被測定回路へ与える電気的な影響が、アナログ・テスタよりも少ない。

・交流電圧レンジの回路は、直流電圧レンジの回路に整流回路が付加された構成になっている。この整流回路は、帰還ループを持つ演算増幅器で構成され、アナログ・テスタの整流回路と比較して入力対出力の直線性が良い。

（１３）その他

・ファクシミリ装置において、副走査の方向１ミリメートルの間にある走査線の本数は走査線密度といわれる。

・公衆電話網を用いてデータ伝送をする場合、データ端末装置との間では調歩式でデータを送受し、相手のモデムとの間では同期式モードで伝送する高速モデムがある。この方式のモデムのためのエラー訂正手順が、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．４２に規格されている。
